平成17年6月10日

個人情報保護に関する対応等について
１　個人情報保護を巡る背景・状況
（1） 背　景　　
・高度情報通信社会の進展に伴う個人情報を取り扱う文書・情報の膨大化

・「プライバシー権」の定着

・法令整備が整わない中で，個人情報を悪用する事例の顕在化

（２）我が国等における法整備等の状況

①昭和55年９月　 　OECD「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事会勧告」
　　　　　　　　　　   　　　＊この前後にOECD諸国の多くで個人情報保護法が制定される

②平成元年10月　 　「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」施行

③平成６年４月　　　　　「京都市個人情報保護条例」施行　

④平成12年12月　　「児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在り方について」　　　　

（答申）が国に提出　

· 国が指導要録の取扱いを変更（非開示→原則開示） 
　   ⑤平成16年11月　　「学校における生徒等に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針」文部科学省告示

　　　　　　　　　　　　　　　　→　学校法人（私学）等が対象

⑥平成17年４月　　　「京都市個人情報保護条例」改正条例施行
　　　　　　　　　　　　　　＊京都市立学校・園は条例の適用対象

⑦平成17年４月　　　下記の５法が施行
・「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」

　　　　（「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」の全部改正」）　→　国の機関が対象
・「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」
→　国立学校・独立行政法人・特殊法人・認可法人が対象

・「情報公開・個人情報保護審査会設置法」　

→　国の機関・独立行政法人等が対象

　　　　　　　　 　　　　・「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」　→　国の機関・独立行政法人等が対象

　  ・「個人情報の保護に関する法律」　→　主に民間事業者等が対象
２　京都市個人情報保護条例の改正（17年４月施行）
（１）市条例の改正趣旨・概要
　　　個人情報保護制度が本市と市民とのより強固な信頼関係の構築に資するよう，個人情報の利用停止を請求する権利の保障，職員等に対する罰則の新設などの措置を講じることとなった。

（２）主な改正内容

　　①収集を禁止する個人情報の追加（改正条例第6条３項）
　　　　 市が原則として収集してはならない個人情報に，新たに病歴，遺伝子に関する情報その他身体的特質に関する個人情報で個人の権利利益を侵害するおそれがあると認められるものを追加。
＊第6条３項には，例外規定として，「但し，個人情報取扱事務の性質上，当該個人情報が欠くことができないと認められるときはこの限りではない」としており，学校教育における保健事務・安全事務・学事事務・教務事務・就学奨励事務・就学事務・進路指導事務を例外措置とするよう本市個人情報保護審査会（所管：総務局）と調整中。（この事項は，経過措置として，適用開始時期が17年４月ではなく17年７月。確定後，各校園に通知予定。）
　　②個人情報の利用停止の請求の新設（改正条例第30条）
         公文書に記録されている自己の個人情報が，次のいずれかに該当すると認める者は，本市に対し，次のとおり，当該個人情報の消去，利用の停止または提供の停止の請求をすることができる。

　　　ア　当該個人情報が本人以外のものから適法に収集されたものでないとき等

　→　当該個人情報の消去の請求
　　　イ　当該個人情報が個人情報取扱事務の目的の範囲内において適法に利用されていない等　→　当該個人情報の利用の停止の請求

　　　ウ　当該個人情報が個人情報取扱事務の目的の範囲内において適法に提供されていない時等　→　当該個人情報の提供の停止の請求

　　③罰則規定の新設（改正条例第61～64条）
　　　   ア　実施機関の職員または職員であった者ならびに実施機関から個人情報取扱事務の委託を受けたものが，正当な理由がないのに，個人の秘密に属する事項が記録された個人情報ファイルを提供する等の行為を行ったときは，懲役刑（2年以下）または罰金刑（100万円以下）を科する。
＊「実施機関の職員」には，京都市立学校・園の教職員，さらには，「特別職の地方公務員」（ALT・FLT，スクールカウンセラー，子どもと親の相談員，学校運営協議会委員等）を含む。
なお，学校評議員，学校支援ボランティア，学生ボランティア，学びのパートナー，PTA等，概ね報酬を得ない場合は，「実施機関の職員」に含まれない。
イ  実施機関の職員または職員であった者が，その業務に関して知り得た公文書に記録された個人情報を自己もしくは第三者の不正な利益を図る目的で提供または盗用したときは，懲役刑（１年以下）または罰金刑（50万円以下）を科する。

　　　ウ　 実施機関の職員が職権を濫用して，もっぱら職務以外に用いる目的で個人の秘密に属する事項が記録された文書，図画または電磁的記録を収集したときは，懲役刑（１年以下）または罰金刑（50万円以下）を科する。
　　　エ　これらの刑罰は，京都市以外の区域において罪を犯した者にも適用する。
＜参考＞

＊個人情報（改正条例第２条１号）＝個人に関する情報で，個人が識別され，または識別されうるもの

　　　　　　＊公文書（改正条例第2条５号）＝実施機関の職員が職務上作成し，または取得した文書，図画及び電磁的記録であって，当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているものをいう。ただし，官報，白書，新聞，雑誌，書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるものや図書館その他の本市の施設において，一般の利用に供することを目的として管理されているものを除く。
　　　　　　　　　なお，「当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして，当該実施機関が保有しているもの」とは，実施機関の組織において業務上必要なものとして利用，保存されている状態のもの（組織共用文書）を意味する。したがって，個人段階でのメモ等は，組織共用文書に該当しない。
　　　　
３　京都市個人情報保護条例の概要
（１）実施機関等の責務（改正条例第3条）

①実施機関は，個人情報の保護に関し必要な措置を講じるとともに，個人情報の保護の重要性に関する事業者及び市民の意識の啓発に努めなければならない。

②実施機関の職員または職員であった者は，職務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，不当な目的に使用してはならない。
（２）個人情報の収集の制限（改正条例第6条）
①　実施機関は，個人情報を収集しようとするときは，個人情報取扱事務の目的を明確にし，その目的を達成するために必要な範囲内で，適法かつ公正な手段により収集しなければならない。

②　実施機関は，個人情報を収集するときは，本人から収集しなければならない。ただし，次のいずれかに該当するときは，この限りでない。

・法令に定めがあるとき

・本人の同意があるとき

・出版，報道等により公にされているとき

・個人の生命，身体または財産の安全を守るため，緊急かつやむを得ないと認められるとき

・所在不明，心神喪失その他の事由により，本人から収集することができないとき

・争訟，選考，指導，相談，交渉その他の事務を処理する場合において，本人から個人情報を収集したのでは，その事務の目的を達成することができず，またはその事務の適正な執行に著しい支障が生じると認められるとき　
・公益上特に必要があり，かつ，本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき

③　　実施機関は，思想，信条及び宗教に関する個人情報並びに人種，民族その他社会的差別の原因となるおそれがあると認められる社会的身分に関する個人情報　並びに病歴，遺伝子に関する情報その他身体的特徴に関する個人情報で個人の権利利益を侵害するおそれがあると認めれるものを収集してはならない。ただし，次のいずれかに該当するときは，この限りでない。

・法令に定めがあるとき

・個人情報取扱事務の性質上当該個人情報が欠くことができないものであると認められるとき
（３）個人情報の利用及び提供の制限（改正条例第8条）

　　　　実施機関は，個人情報取扱事務の目的を超えて，個人情報を当該実施機関内で利用し，またはその実施機関以外のものに提供してはならない。ただし，次のいずれかに該当するときは，この限りでない。

①法令に定めがあるとき

②本人の同意があるとき

③出版，報道等により公にされているとき

④個人の生命，身体または財産の安全を守るため，緊急かつやむを得ないと認められるとき
４　情報開示請求への対応

児童生徒本人及び法定代理人から，児童生徒本人の個人情報の開示請求があった場合，

原則，開示（公表）する義務がある（改正条例第16条）

＊京都市情報公開コーナー（市役所内）を通じた主な個人情報開示請求・開示状況

（学校文書等）

・指導要録（複数）　→　開示

・校長が作成した当該個人に関する記録　→　開示

・学校日誌のうち，当該個人にかかる事件・事故・問題行動等の記載がある部分の全て　→　不存在

・当該個人にかかる出席簿，欠席の理由に関する資料の全て　

→　開示

・職員会議記録，配布資料，学校日誌，保健日誌のうち，当該個人に関する部分の全て　→　開示及び不存在

・当該個人の就学指導内容通知書・就学指導委員会審議資料　→　開示

　　・当該個人に関する返金定書・領収証，みさきの家返金決定書・領収証　→　開示

・不登校であった当該個人に対して行った補習学習などの取組がわかるもの　
→　開示

５　条例改正等をふまえた学校・園での対応

（１）個人情報保護意識の徹底
　　・個人情報を保護することは，一人一人の子どもを徹底的に大切にすることであり，そのことが，保護者・地域から信頼される学校づくりにつながる

　　・そのため，個人情報を扱っているという意識の徹底，収集する個人情報が必要な情報であるか，個人情報を適正に扱っているかの点検が必要

(2)情報収集時に目的を示し同意を求める

　　・文書で目的を示し，文書で同意を求める

　　

（３）個人情報の公表時の留意点

　　・公表する情報を最小限とするよう努める
（４）情報管理の徹底

　　・個人情報を扱う公文書の集中化
　　・施錠できる引き出し・保管庫で保管し，施錠する
・パソコンに個人情報を残さない，フロッピー等の適正管理

・公文書だけでなく，会話を通じて個人情報が漏洩しない環境作りを図る

（５）個人情報取を外部に提供する場合の留意点
　　・事業者等に提供する場合，個人情報の保護に関して必要な措置を講じる事業者を選定する
